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アジア・アフリカの紛争をどう捉えるか

武 内 進 一

はじめに

　本書は，アジア・アフリカの紛争をめぐる諸問題に対し，地域に視座を置

いて接近したものである。ここで「アジア・アフリカ」とはアジア大陸，ア

フリカ大陸の発展途上諸国，地域を指し，中東や中央アジアも含む。議論を

始めるにあたっては，紛争を多数の犠牲者を伴う暴力的衝突として，ゆるや

かに理解しておく。紛争をどのように定義するかは，いかなる現象を分析対

象とするのかという問題と不可分であり，その点は本章を通じて考察される

ことになる。

　いうまでもなく，アジアやアフリカで頻発する紛争は広大な研究領域と関

わり，それに対して多様な接近方法がとられてきた。武力紛争（戦争）は国

際政治学や国際法学の中心的なテーマであるが，あらゆる人文・社会科学に

とって，さらには学問上の領域を超え万人にとって，この破壊的な人災をど

う理解し，それにどう対応するかは重要な課題として位置づけられてきた。

本書の狙いは，アジアやアフリカの特定地域に焦点を当て，その現実から出

発して，紛争現象を多面的に捉えることにある。本書に収められた諸論文は

いずれも，紛争をめぐる具体的事実に立脚して議論を展開しており，その意

味で本書は紛争研究の最も基礎的な部分を構成する。

　基礎的な研究であるといっても，本書のような取り組みがこれまで十分に
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なされてきたわけではない。後述するように，第二次世界大戦後，世界の武

力紛争はアジア・アフリカ諸国を中心とする地域に集中してきた。しかしな

がら，その実態や特質が解明され，研究者や実務家の間で理解が共有され，

人道的介入や紛争抑止などの実践的な分野に応用されているとはいい難い。

武力紛争に対する社会的関心が高まり実践的な要請が強まっている今日，紛

争の要因や構造，あるいは発生から拡大，収束に至る具体的なプロセスを理

解する重要性は大きい。

　具体的事実の解明に加え，本書は紛争問題を複数の側面から捉えることを

狙いとしている。紛争問題は，単に軍事研究にとどまらず，多様な研究領域

と関連する。これは，換言すれば，紛争問題の理解や解決のために，さまざ

まな研究領域からのアプローチが必要とされるということである。本書の執

筆者は主として政治学や国際関係論に立脚しつつ地域に切り込んでおり，そ

うした分析視角から浮かび上がった問題群を本書では 4部に整理して論文を

配置した。

　導入部にあたる本章では，分析の対象とする紛争の概要を示し，その理解

の枠組みに関する先行研究を整理するとともに，アフリカの紛争に関する筆

者自身の分析枠組みを提示する。まず第 1節で，アジア，アフリカの武力紛

争の特徴を説明し，その重要性について述べる。第 2節と第 3節では，その

問題が従来いかなる分析枠組みで扱われてきたのか，研究史を簡単に辿る。

第 2節では，1970年代に現れた分析枠組みとして，構造的暴力論とエスニシ

ティー論をとりあげる。第 3節では，冷戦終結以降盛んに議論されるように

なった視角として，国家の性格に紛争要因を求めるアプローチと紛争の経済

的要因に着目する視角を紹介する。そのうえで，近年の「新しい戦争」につ

いて刺激的な分析枠組みを提示したカルドー（Mary Kaldor）の議論を整理す

る。第 4節では，筆者の分析視角として，近年のアフリカにおける武力紛争

を捉える枠組みを提示し，それに基づいて他地域の武力紛争と比較する際の

論点を整理する。
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第 1節　紛争の概要と重要性

　なぜ，アジア，アフリカの紛争を問題とするのか，その分析はいかなる重

要性を持つのかという問いに対する返答は比較的単純なものだ。大規模な暴

力を伴う紛争が，とりわけ20世紀半ば以降この地域に集中し，多大な犠牲を

生んでいるからである。第二次世界大戦を最後に先進国間の戦争は生じてお

らず，また先進国を舞台とする紛争も稀になった。その一方で，アジア，ア

フリカを中心として数多くの紛争が発生し，膨大な死傷者を出してきた。こ

こでは，第二次世界大戦後の紛争の概要を把握することから始めよう。

　図 1は，オスロの国際平和研究所（PRIO）やウプサラ大学の研究者が作成

したデータに基づき，1946～2001年の武力紛争発生件数を地域別にまとめた

ものである。このデータにおいて，武力紛争は「統治や領土をめぐり二つの

主体間で武力を用いて争われる不一致で，戦闘に伴って25人以上の死亡者を

出したもの。また紛争主体の少なくとも一方は国家の政府である」と定義さ

れている⑴。このデータには後述するように問題点も多いが，全世界を対象
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図 1　武力紛争の発生件数

　（出所）　Gleditsch, Wallensteen, Eriksson, Sollenberg and Strand［2002］に基づき筆者作成。
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とし，長期間をカバーしているため，大まかな傾向を把握するには有益であ

る。作図にあたっては，原データに従ってヨーロッパ，アメリカ，アジア，

中東，アフリカの 5地域に世界を分割し，データに記載された武力紛争を強

度にかかわらず件数で勘定した⑵。図から明らかなように，全期間を通じて

武力紛争が「アフリカ」，「アジア」，「中東」地域に集中し，時代とともに増

加傾向にあることがわかる。本書で「アジア・アフリカの紛争」というとき，

我々が念頭に置いているのはこの地域である。

　第二次世界大戦以降の武力紛争は，中東を含むアジアとアフリカに集中し，

その圧倒的多数が内戦という形態をとっている。図 2は，同じデータを用い

て，武力紛争発生件数を類型別に整理したものである。武力紛争を「植民地

解放闘争」，「内戦」，「国家間戦争」という三つの類型に分け，その推移を示

した⑶。時代が進むにつれ，「内戦」の発生件数が顕著に増大している。今

日アジアやアフリカで問題になっている紛争の多くは，分離独立や自治を掲

げた，あるいは現政権の打倒を目指す，反乱軍との内戦なのである。

　武力紛争の具体的なイメージを摑むため，年間の死亡者が1000人を超える

強度の武力紛争（原データでは“War”と評価されるもの）を表 1に整理した。

本データにおける武力紛争の強度の評価については幾つかの問題があるが，

図 2　武力紛争の類型

　（出所）　Gleditsch, Wallensteen, Eriksson, Sollenberg and Strand［2002］に基づき筆者作成。
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表 1　時代別武力紛争一覧

年代 アジア 中東 アフリカ

1940～
50年代

ミャンマー1）（対共産
党，48-53，対カレン，
48-49），中国（46-49），
中国2）（台湾，47），中
国（チベット，56，59），
中国・台湾戦争3）（49，
52-54，58），ハイダラー
バード（47-48），ハイダ
ラーバード・インド戦
争4）（48），インド（対共
産党，48-51），第一次印
パ戦争（47-48），インド
ネシア（対モルッカ，50，
対ダルル・イスラム運
動，53），ラオス（59-61），
マラヤ連邦（対マラヤ
共産党，48-57），朝鮮戦
争（50-53），フィリピン
（対 HUK，46-54），韓国
（対左派勢力，48-50），
南ベトナム（対共産党，
55-64），ベトナム（対仏
独立戦争，46-54）

第 1次中東戦争（48），
第 2次中東戦争（56），
レバノン（58），イエメ
ン5）（48）

アルジェリア（対仏独
立戦争，55-61），ケニア
（対英独立戦争，53-56），
マダガスカル（対仏独立
戦争，47）

1960年
代

ミャンマー（対共産党，
68-78，対シャン，64-70，
対カチン，61-75），カン
ボジア（67），中印戦争
（62），第二次印パ戦争
（65），ラオス（59-61，
63-73），南ベトナム（対
共産党，55-64），南ベト
ナム・北ベトナム戦争
（65-75）

イラク（対クルド，61-
63，65-66，69），第 3次
中東戦争（67），イエメ
ン（62-64，66-67）

アルジェリア（対仏独
立戦争，55-61），チャド
（65-88），コンゴ6）（64-
65），ナイジェリア（67-
70），スーダン（63-72），
チュニジア・フランス戦
争（61）

1970年
代

アフガニスタン（78-
2001），ミャンマー（対

イラン（対クルド，79
-80），イラク（対クル

アンゴラ（75-94），チ
ャド（65-88），エチオピ
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共産党，68-78，対シャ
ン，64-70，対カチン，
61-75），カンボジア（70
-75，78）， 中 越 戦 争
（79），第三次印パ戦争
（71），インドネシア（対
西パプア，76-78，対東
チモール，75-78），ラオ
ス（63-73），パキスタン
（対東パキスタン，71，
対バルチスタン，74），
フィリピン（対MNLF，
78），スリランカ（対
JVP，71）

ド，74-75）， 第 4次 中
東戦争（73），レバノン
（76）

ア7）（ 対 EPRP，TPLF，
EPDM，OLF，76-91，
対 ELF，EPLF，74-91，
対 WSLF，77-78），モ
ロッコ・モーリタニア8）

（西サハラ，75-80），モ
ザンビーク（対ポルトガ
ル独立戦争，72-73），ナ
イジェリア（67-70），ジ
ンバブエ9）（76-79），ス
ーダン（63-72），ウガン
ダ（79）

1980年
代

アフガニスタン（78-
2001），カンボジア（89），
インド（対パンジャブ，
89-92），フィリピン（対
新人民軍，82-86，89-92，
対MNLF，81），スリラ
ン カ（ 対 JVP，89， 対
LTTE，89-93）

イラン（対クルド，79-
80，82，対ムジャヒディ
ーン・ハルク，81-82），
イラク（対クルド，88），
イラン・イラク戦争（80
-88），レバノン（80-82，
89-90），南イエメン（対
イエメン社会党分派，
86），シリア（対ムスリ
ム同胞団，82）

アンゴラ（75-94），チャ
ド（65-88），チャド・リ
ビア戦争（87），エチオ
ピ ア（ 対 EPRP，TPLF，
EPDM，OLF，76-91，
対 ELF，EPLF，74-91），
モザンビーク（81-92），
ソマリア（89-92），ナミ
ビア10）（80-83，86-88），
スーダン（83-92），ウガ
ンダ（81-88，89）

1990年
代以降

アフガニスタン（78-
2001），ミャンマー（対
カレン，92，対シャン，
94），インド（対パンジ
ャブ，89-92，対カシミ
ール，90-93，99-2001，
対アッサム，91），印パ
戦争（99），インドネシ
ア（対アチェ，90），フ
ィリピン（対新人民軍，
89-92， 対MILF，2000），
スリランカ（対 LTTE，
89-93，95-2001），タジ

イラク（対イスラム諸政
党，91，対クルド，91），
湾岸戦争（91），レバノ
ン（89-90），トルコ（対
クルド，92-97），イエメ
ン（94）

アルジェリア（93-2001），
ア ン ゴ ラ（75-94，98-
2001），ブルンディ（98，
2000-01），チャ ド（90），
コンゴ共和国11）（97，98
-99），コンゴ（97，98-
2000），エチオピア・
エリトリア戦争（98-
2000），エチオピア（対
EPRP，TPLF，EPDM，
OLF，76-91， 対 ELF，
EPLF，74-91），ギニア
ビサウ（98），リベリア
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キスタン（92-93） （90，92）モザンビーク
（81-92），ルワンダ（91-
92，98，2001），シエラ
レオネ（98-99），ソマリ
ア（89-92），南アフリカ
（89-93），スーダン（83-
92，95-2001），ウガンダ
（91）

（注）1）　時代を問わず「ミャンマー」で統一する。
　2）　いわゆる 2・28事件。
　3）　本表では，二国間の武力紛争はすべて「戦争」と表記する。中華人民共和国と中華民国
との武力紛争もここに含める。
　4）　ハイダラーバードは1948年にインドに併合された。
　5）　「イエメン」は，1960年代まではイエメン・アラブ共和国（北イエメン），1990年代以降
はイエメン共和国を指す。
　6）　現コンゴ民主共和国。首都キンシャサ。時代を問わず「コンゴ」で統一する。
　7）　エチオピアの紛争において，EPRP（エチオピア人民革命党），TPLF（ティグレ人民解
放戦線），EPDM（エチオピア人民民主運動），OLF（オロモ解放戦線）は政権交代を目的とす
る紛争主体，ELF（エリトリア解放戦線），EPLF（エリトリア人民解放戦線），WSLF（西ソマ
リ解放戦線：東部のオガデンで活動）は分離独立を目的とする紛争主体として扱われている。
　8）　ポリサリオ解放戦線による独立戦争。モーリタニアは1979年まで介入。
　9）　原表では「ローデシア」となっているが，ジンバブエ独立戦争であるため，国名はジン
バブエとする。
　10）　原表では「南アフリカ」となっているが，ナミビアの独立戦争であるため，国名はナ
ミビアとする。
　11）　首都ブラザヴィル。コンゴ民主共和国と異なる。

　（出所）　Gleditsch, Wallensteen, Eriksson, Sollenberg & Strand［2002］より作成。

ここでは変更を加えていない⑷。この表から，地域ごとに武力紛争の特徴が

読みとれる。アジアでは1940～50年代に新興国家独立に伴う武力紛争が多発

したが，その幾つかは冷戦下で域外大国からの介入を招いて長期化した。中

東では，イスラエル建国に伴う軋轢と，戦略的な重要性から先進国の介入を

招きやすい事情が影響して，国家間戦争が比較的多く発生している。アフリ

カでは，1960年代に多くの国が独立を獲得してから武力紛争が増加し，1990

年代以降は強度の紛争が頻発している。

　この地域の武力紛争は，さまざまな実践的，学術的な課題を提起する。紛
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争が重大な人道的関心を喚起し，国際機関，国家，NGOなど多様な主体が

その解決に向けた介入を実践していることは改めて指摘するまでもない。ま

た，狭義の国益という観点からも，この問題への対応を迫られる。アジアに

位置する日本は，そこでの紛争から，軍事的脅威，難民流入，市場を介した

経済効果など多様な影響を受けざるをえない。今日，こうした繋がりは，地

理的近接性を超えて緊密化している。日本とアジア諸国との密接な経済的連

関については改めて指摘するまでもないし，安全保障上の繋がりも従来にな

く強まっている。アフリカのように地理的に離れた地域であっても，そこで

紛争が常態化すればテロ組織の伸張という形で我々に影響を与えるかもしれ

ない。グローバル・ガバナンスの観点からいっても，日本政府はこれらの紛

争の解決に向け，何らかの形で関わらざるをえないだろう。

　こうした実践的課題に加え，武力紛争がアジア，アフリカ諸国に集中し，

かつ内戦形態が大多数であるという事実をどのように説明するのかは，重要

な学術的課題である。この問題は経済開発，社会変容，国家形成といったさ

まざまな論点に関わり，発展途上国研究の成果を広く動員して検討する必要

がある。現実の武力紛争に対症療法を超えた対応で臨み，根本的解決を考え

るために，これは不可欠の作業といえる。

第 2節　紛争を理解する枠組み―構造的暴力，エスニシティー

　アジア，アフリカ諸国の紛争は，先行研究においてどのような枠組みで捉

えられてきたのだろうか。戦争は国際政治学の古典的なテーマであり，膨大

な先行研究が存在する⑸。しかし，第二次世界大戦以降にアジアやアフリカ

で武力紛争が頻発しても，その現象は当初国際政治学の重要な分析課題と認

識されてこなかった。国際政治学の主たる関心は国家間の戦争，とくに冷戦

期の米ソ間に起こりうる核戦争にあり，個別の事例研究は別として，発展途

上国で頻発する武力紛争に分析上の関心が寄せられることはあまりなかった。
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それは，核戦争のような破滅的な被害をもたらさないという意味で，「小規

模」で「限定的」な戦争と捉えられ，システム全体の安定を損なうものでは

ないと理解されたのである⑹。

1．構造的暴力論

　1960年代になると，国際政治学のなかにも，アジアやアフリカにおける暴

力や紛争に着目した分析視角が現れる⑺。これは「南北問題」に対する認識

の高まりや，国連の場で新興独立諸国が活発な活動を展開する事態を受けて，

「発展途上国」，「第三世界」あるいは「南」などと呼ばれる地域が抱える諸

問題をグローバルな政治経済システムとの関連で分析しようとする研究潮流

の一環として見ることができる。その代表といえるのが，オスロ国際平和研

究所を拠点とするガルトゥング（Yohan Gultung）らの平和研究グループであ

る⑻。

　ガルトゥングは，人間の潜在的可能性と現実とのギャップを生み出す要因

として暴力を捉え，貧困や不平等など主体を特定できない暴力を「構造的暴

力」と呼んだ。そして，構造的暴力のない「積極的平和」こそ希求されねば

ならないと主張した（Gultung［1969］ ［1971］）。彼らは，諸国家間および国家

内部の「中心と周辺」の間に存在する政治経済的非対称性，それによって生

じる支配，搾取，不平等を問題化したのであり，この文脈で発展途上国の貧

困や抑圧，そして暴力を分析の対象としてとりあげた。ただし，ガルトゥン

グ自身は，直接的暴力以上に構造的暴力の問題化を重視していたから，発展

途上国の紛争に関する枠組みを示してはいない。管見の限り，この問題意識

はむしろ，日本の平和研究において強かったように思われる。途上国の紛争

や軍事化をとりあげた研究は，日本においてとりわけ1980年代に活発化した
（佐藤［1984］［1985］［1989］，進藤［1981］［1987］，中川原・黒柳編［1982］，日

本平和学会編集委員会編［1983］）⑼。

　構造的暴力論に基づくアプローチは，資本主義に立脚する現行の世界シス
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テムが生み出す問題として周辺の武力紛争を捉えた。頻発する武力紛争の要

因として，世界システムにおける非対称性や発展途上国の貧困や抑圧を問題

化した彼らの視点は，今日なお重要性を失っていない。しかし，彼らの議論

に内在する問題点も少なくない。ここでは二つの点を指摘しておく。第 1に，

従来から指摘されてきたことであるが，「暴力」概念が広範で，曖昧さを免

れえないことである。貧困や政治的抑圧をも暴力に含めることで，発展途上

国の直面する問題をトータルに捉える利点がある一方，分析対象を政治経済

全般に広げてしまう。そのため周辺諸国の経済的従属や軍事化を問題にして

も，そこで現実に発現する武力紛争の分析はそれほど多く現れなかった。

　第 2の問題は，武力紛争の原因を外部アクター（「中心国」）に一元的に還

元する傾向である。この傾向はとくに従属論の影響が強い論者に顕著である。

彼らも，国際システムとともに国内政治経済体制を武力紛争の発現要因とし

て重視するというのだが，そこで問題にされるのは，例えば「南のブルジョ

アジーの再買弁化」（アミン［1989］）であり，中心に対する従属なのである。

したがって論理的に，かかる従属からの解放こそが問題の解決となる⑽。武

力紛争に対するこうした理解は，植民地解放闘争や東西冷戦下の代理戦争に

ついては一定程度有効であろう。しかし，植民地の独立や冷戦終結とともに，

外部の介入が主因とは考えにくい武力紛争が目立つようになった。例えば，

インドにおけるヒンドゥーとムスリムの衝突やルワンダにおけるトゥチの虐

殺など，民族紛争や宗教対立と呼ばれる状況を外部要因だけで説明すること

はできない。

2．エスニシティー論

　こうした紛争については，エスニシティー論やナショナリズム論の分野で

多くの議論がなされてきた。周知のように，エスニシティー論は1970年代に

国民統合論への批判として登場した（Connor［1972］）。これは，人種や民族

を単位とする社会運動が高揚した1960年代の状況を受けたものである。エス
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ニシティー論の内容は多様だが，本章の議論に関わるかぎりでその流れを述

べれば，1980年代にはエスニックな社会運動が高揚するメカニズムがモデル

化され（ロスチャイルド［1989］，Horowitz［1985］），いわゆる民族紛争が決し

て本源的な集団間の衝突ではなく，政治エリートによる動員が非常に重要な

役割を果たすと主張された。この主張は，人類学や文化研究など隣接分野の

動向とも相まって支持を広げ，エスニシティーや民族紛争の道具主義的な理

解は今日アカデミズムにおいて主流といえるだろう。

　アジアやアフリカの紛争において，エスニシティーがしばしば対立軸にな

ることを我々は経験的に了解している。エスニシティー論はそうした紛争が

発現するメカニズムを分析し，説得的なモデルを提示した点で重要な貢献を

なした。ただし，彼らの分析枠組みにも幾つかの留保が必要である。第 1に，

エスニシティー論は，もともとの関心が欧米の人種的，民族的な社会運動だ

ったこともあり，発展途上国という場の特殊性や，武力紛争の特殊性につい

て十分議論していないように思われる。植民地経験がエスニシティーの形成

に及ぼした影響をはじめアジアやアフリカに固有の条件は数多いし，エスニ

シティーを機軸とする対立といっても通常の社会運動と武力紛争では大きな

違いがある。ベルギーのワロンとフラマンの対立と，スリランカのシンハラ

とタミルの対立とを同列に論じられるのかどうか，疑問なしとしない⑾。

　この点について具体的にいえば，動員のメカニズムやその範囲について議

論を深める余地がある。政治エリート（ロスチャイルドのいう「政治的企業家」

〈political entrepreneur〉）が動員の担い手になるとしても，どのようなメカニ

ズムに基づいて，どのレベルまで動員されるのかは自明ではない。とりわけ

エスニックな対立が武力紛争に至る場合，同じエスニック集団のなかでも参

加の度合いに明らかな差異がある。若者の一部に代表される，武力紛争に積

極的に参加する集団が存在する一方，多くの人々はエスニックな対立感情を

持ってはいても直接戦闘に参加することはない。民族主義運動に参加して排

他的なスローガンを叫ぶことと，銃を持って敵を殺傷することとの間には大

きな差があり，「政治的企業家」が煽動しても皆が簡単に銃を持つわけでは
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ない。第 9章の武内論文で論じるように，ルワンダでトゥチの大量虐殺が起

こったからといって，フトゥのすべてが殺戮に参加したのではなく，戦闘の

訓練を受けた「プロフェッショナル」が殺戮に参加してはじめて大量虐殺が

可能になったのである。エスニックな対立に大規模な暴力が導入される状況

をどのように説明するのか，議論の再考が必要である。

　第 2に，国家の役割をどのように評価するのかという問題がある。エスニ

シティー論では，国家はエスニック集団間の紛争から距離を置いた中立的な

存在として描かれることが多い（Horowitz［1985］）。しかし，例えばホルス

ティが批判するように（Holsti［1998］），アジアやアフリカの紛争においては，

多くの場合，国家は中立な裁定者ではなく紛争当事者であり，問題の一部で

ある。エスニックな社会構成（とくにその集団間関係）は民族紛争発現の独立

変数というよりも，国家権力のあり方をはじめとする政治状況に規定される

従属変数と考えるべきではないだろうか。

第 3節　紛争の新たな解釈―国家，経済，グローバリゼーション

　独立国家となったアジアやアフリカで頻発する紛争を構造的暴力論やエ

スニシティー論とは違った角度から捉えようとする試みは，1980年代半ばか

ら目立ちはじめ，冷戦終結以降は幾つかの大きな流れとなる。そうした理

論的関心の高まりは，現実においてかかる紛争を無視しえなくなった状況と

軌を一にしている。1980年代後半以降，「低強度紛争」（Low-Intensity Conflict: 

LIC）という概念で総称される問題領域に，アメリカの軍事研究が本格的に

取り組みはじめた⑿。アメリカ政府がこの分野に対する関心を深めたのは，

直接的には対米テロ活動に対応するためであり，アジアやアフリカで多発

する武力紛争を戦略的に無視できなくなった結果に他ならない。「低強度紛

争」を正面からとりあげて広い反響を呼んだのが，ヴァン・クレヴェルドの

著作であった（Van Creveld［1991］）。彼は，第二次世界大戦後の大部分の武
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力紛争が，従来の「クラウゼヴッツ型」戦争と，アクター，戦略，目的，原

因などあらゆる側面で異なっていると主張する。発展途上国において，正規

軍によらず，またハイテク兵器を利用せずに戦われる「低強度紛争」に，通

常の国家間戦争に対応した正規軍を投入しても，ベトナムやアフガニスタン

の米ソと同じく敗退するだけだというのが，彼の警告であった（Van Creveld

［1991: 20-25］）。

1．国家と紛争

　第二次世界大戦後にアジアやアフリカで頻発した武力紛争が従来の国家間

戦争と異なる性格を帯びていることは，大方の同意が得られるだろう。それ

では，なぜそうした紛争がアジアやアフリカに集中して発現するようになっ

たのだろうか。植民地が政治的独立を獲得し，冷戦終結とともに域外大国が

軍事介入を減少させても紛争は止まず，また多くのエスニック集団を抱えた

国家は先進国にも存在する以上，先進国の抑圧や介入，あるいはエスニシテ

ィーの構成からこれを説明することは難しい。この問いに対して，そうした

地域の国家が有する性格から説明しようとする議論がある。

　国家の性格を分析に取り込んだ武力紛争に関する考察は1990年代以降目

立つようになるが，その先駆者としてアユーブとブザンの研究は重要であ

る。アユーブは，バングラデシュ解放闘争の研究を皮切りに，一貫して「第

三世界」の武力紛争を国家形成と関連づける議論を展開してきた（Ayoob & 

Subrahmanyam［1972］，Ayoob［1995］）。ブザンもまた「第三世界」の国家が

有する特殊な性格と武力紛争との関連を論じ（Buzan［1983］），これらの議

論は1970～80年代に欧米で興隆した発展途上国の国家をめぐる議論と合流す

ることになる⒀。

　アジアやアフリカで頻発する紛争を国家の性格に関連づける研究は1980年

代末以降急速に増加するが，その多くはリアリストやネオリアリストに対す

る批判的立場を共有し，その「同じ機能を持った国家がアナーキーな国際シ
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ステムにおいて自己の存続を目的として行動する」という理論的前提を疑問

視する。1970～80年代の国家論で論じられたように，第二次世界大戦後にア

ジアやアフリカで誕生した国家群は，しばしば近代ヨーロッパで成立したネ

ーション・ステイト（国民／民族国家）とは著しく異なった性格を持つ。や

や誇張して対比させるなら，アジアやアフリカの新興国において，国家権力

は国内的な正統性を十分に持たず，権力基盤は狭隘である。したがって政権

にとっての脅威は国外ではなく国内にある。その一方で，主権国家としての

承認を得ているために国際システム内の地位は比較的安定しており，その事

実を国内統治のために利用する（例えば，外国から援助を獲得して統治を安定

させる）。リアリストの仮定では，アナーキーで，サバイバルゲームの場で

あるはずの国際システムは，むしろ内的な正統性を欠いた国家を支え，その

存続を担保する機能を果たしたのである。第二次世界大戦後，主権国家体制

が世界大に拡大するなかで数多く出現した「国家の体をなさない国家」に注

目し，その破綻現象として紛争を捉える論調は，1980年代後半から目立つよ

うになった。

　（ネオ）リアリストの国際政治観を批判する彼らは，パワーの分布などシ

ステムレベルの分析ではなく，そのユニットである国家の性格を分析する必

要性を説く。武力紛争の起因を国家の特殊な性格に求めるその姿勢は，基本

的に首肯しうる。しかし，ユニットレベルの分析にのみ集中することには疑

問を呈さざるをえない。例えば，第三世界における武力紛争の頻発を国家の

性格に求めるホルスティの議論（Holsti［1996］）はもっともだが，そもそもか

かる異常な国家が存立しえたのは，先進国が戦略的利害からそれらの国家を

支えたからである。そうであるならば，そうした国家を存立させた国際シス

テムの構造も議論に組み込む必要があろう。

2．紛争の経済学

　1990年代半ば以降急速に発展した研究領域として，武力紛争を経済的要因
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に着目して読み解こうとする試みがある⒁。最近では，世界銀行の研究プロ

グラム「内戦，犯罪，暴力の経済学」の活動が目立っており⒂，そこでは計

量分析をはじめとする経済学の手法を用いて武力紛争の要因やアクターの

行動が分析されている。1960～95年のデータを用い計量的手法で内戦の発生

要因を分析したコリアらは，エスニシティーや宗教に基づく社会の分裂あ

るいは経済的不平等などの「不平」（grievance）要因よりも，略奪しやすい

一次産品への経済依存や兵士として徴発しやすい若者人口の多さなどの「欲

望」（greed）要因からの説明力が高いと結論づけた（Collier［2000］，Collier 

& Hoeffler［2001］）。内戦の発生には，不平等の存在などの「動機」よりも，

それを紛争行動に移す経済的な「機会」が重要だという主張である。彼らの

主張には，政治学を中心とする従来の紛争研究では「動機」要因に議論が集

中してきたとの批判が込められている。またキーンは，近年の武力紛争でし

ばしば見られる特徴を，経済的要因とアクターの合理性から説明する（Keen

［1998］）。紛争は略奪や違法取引をはじめさまざまな経済機会を提供するため，

その継続にメリットを見いだす集団が現れる。近年の紛争においては，激し

い戦闘が故意に回避されたり，敵と協力して略奪を行うなど，従来の戦争で

は考えにくい現象が報告されているが，こうした現象は武力紛争の継続から

利益を享受するアクターの合理的行動として説明できる。

　武力紛争における経済的要因が重要であることはいうまでもないし，そ

の側面の分析がこれまで手薄だったことも事実である。とくに，近年の紛

争においては，ヤミ経済を利用した資金調達や武器取引など，経済的側面を

分析する重要性はさらに高まっている。この分野の研究は，今後さらに拡大

していくであろう。ただし，計量分析については，分析のもとになるデータ

をどのように改善していくかという基本的な問題を指摘しておきたい。先に

PRIOとウプサラ大学の紛争データの問題点を指摘したが，紛争のデータに

は作成者の価値観が反映されやすい。計量分析に値するデータを整備するた

めには，紛争のいかなる側面を問題にするのかという議論，そしてその実態

面に関する研究の深化が不可欠である。
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3．「新しい戦争」論

　武力紛争の経済的側面に関する議論が近年になって活発化したのは，現実

の紛争がそうした関心を喚起したからである。そこには，近年の紛争には，

単に「クラウゼヴィッツ型」戦争から「低強度紛争」へというだけでなく，

それ以上の性格変化が看取されるという問題意識がある。そうした観点から，

近年の紛争を「新しい戦争」と捉え，その性格や変化の要因について包括的

な議論を展開したのがカルドーであった（Kaldor［1999］）。彼女は主にボスニ

ア・ヘルツェゴビナの紛争に基づいて「新しい戦争」の特徴を抽出している

が，その議論は東欧のみならずアフリカや南アジアについてもある程度妥当

すると考えている。

　彼女のいう「新しい戦争」は，1980年代以降のグローバリゼーションの影

響下に生じたものであり，目的，方法，そして資金調達の側面で従来の戦争

と異なっている。従来の戦争が地政学的またはイデオロギー的な目的を有し

ていたのに対して，「新しい戦争」のそれはアイデンティティー・ポリティ

クスに置かれている。ここでアイデンティティー・ポリティクスとは，民族，

クラン，宗教，言語といった何らかのアイデンティティーをレッテルとして

利用する権力追求のあり方を意味している。その方法は，従来の国家間戦争

ではなく，ゲリラ戦・ゲリラ鎮圧活動と共通点を持つ。ゲリラ戦と同様に大

規模な軍事力投入を避けながら住民の政治的コントロールを通じて領域を支

配するが，そのために住民の積極的な支持を求めるのではなく，ゲリラ鎮圧

活動と同様に「恐怖と憎悪」を通じて住民を統制する。資金調達については，

新しい「グローバル化された」戦争経済を前提としている。これは，総力戦

の戦争経済―集権的で，国民全体を包摂し，自給度が高い―とは正反対

の性格を有するもので，分権的で，戦争への参加度は低く，外部の資源に強

く依存している（Kaldor［1999: 3-12］）。

　こうした「新しい戦争」の背景として，カルドーはグローバリゼーション
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に起因する社会の変容が国民国家を不安定化させたことを重視する。グロー

バリゼーションは，ナショナリズムの過程で組織された国民文化を崩し，国

境を越えて新たな水平的文化を生み出す。それは，国境を越えて人々をつな

ぐネットワークをつくり出す一方で，そうしたネットワークに入れない圧

倒的大多数の人々の社会的紐帯を奪い，バラバラに原子化させる。またグロ

ーバリゼーションによって，国境に規定され中央政府に集約されていた統治

（ガヴァナンス）の機能が，ある場合には国境を越えて再編され，またある場

合には国内の一地方へ委譲されるなど流動化する。さらに，それがもたらす

産業構造の変化は，就業者間の賃金格差を拡大させ，国内における地域間，

さらには国家間の経済格差を広げる。いずれの場合にも，グローバリゼーシ

ョンから恩恵を受けて繁栄する個人や地域と，そこから排除された個人や地

域との間の溝は深まり，国民国家の自律性が揺らぐとともに，世界的なレベ

ルで新たな階層化が進行することになる（Kaldor［1999: 70-76］）。

　こうしたなかでアイデンティティー・ポリティクスが蔓延するのだが，そ

れにはやはりグローバリゼーションに関連する二つの源泉があるとカルドー

はみる。第 1に，既成の政治エリートが内外の社会変容に対応できず，正統

性を喪失したことである。長年にわたって政治を担当してきた旧来のエリー

トが支持を失う一方で，アイデンティティーのレッテルを操作して大衆の支

持を集める新たなエリートが政治の表舞台に躍り出た。そして第 2に，所得

格差の拡大や経済の破綻によってヤミ経済が活発化したことである。ヤミ経

済を利用し，汚職や犯罪などの手段を用いて蓄財する人々が，取引相手との

同盟関係を強化し，自身の活動を正当化するために，アイデンティティー・

ポリティクスに訴える。こうしたいずれもグローバリゼーションに起因する

理由からアイデンティティー・ポリティクスが蔓延し，結果的に国家（とく

に集権化された権威主義的国家）の解体を引き起こすのである（Kaldor［1999: 

76-86］）。

　カルドーは，冷戦終結以降顕著になった武力紛争の性格変容を，政治経済

的側面から把握する枠組みを提示した。その議論は「新しい戦争」の特徴を
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うまく捉えているが，疑問に感じる点がないわけではない。彼女の議論はア

イデンティティー・ポリティクス蔓延の引き金を専らグローバリゼーション

に求めるが，グローバリゼーションが急速に進展する以前に生じ，アイデン

ティティー・ポリティクスを準備した社会変容については十分に論じられて

いない。また，彼女はグローバリゼーションを「地球的規模での政治的，経

済的，軍事的，文化的な結合の緊密化」と捉え，1980～90年代に急速に進展

した現象とみるのだが（Kaldor［1999: 3］），なぜこうした「結合の緊密化」が

国家解体を導くインパクトをもたらしたのか，俄にはわかりにくい。グロー

バリゼーションの進展は，国家の単なる衰退過程ではなく，国家機能の特定

部分を強化する場合もある（サッセン［1999］）。すべてを「グローバリゼー

ション」という言葉で説明するのではなく，その中味をパラフレーズして，

国際環境の変化が既存の国家群に与えたインパクトを明確化する必要がある。

第 4節　アフリカの紛争，アジアの紛争

　近年の東欧やアフリカにおける紛争の特質を説明するうえで，カルドーの

提示した「新しい戦争」モデルは一定程度説得的である。しかし，それは国

家解体の原因を過度にグローバリゼーションに帰着させている点で問題があ

る。本節では，筆者の専門領域であるアフリカを対象として，近年の武力紛

争を説明するための枠組みを提示する。そのうえで，アフリカの紛争を他地

域（アジア，中東諸国）と比較する際の論点を整理したい。

1．アフリカの紛争モデル⒃

　1990年代以降のアフリカでは，リベリア，シエラレオネ，コンゴ民主共和

国，ルワンダなど多くの国で内戦が勃発し，多大な犠牲者を生んでいる。武

力紛争に伴う犠牲者の比較には常に困難がつきまとうが，アフリカに関する
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かぎり，この時期に内戦の激化と犠牲者の増大が生じたと評価して誤りでな

い。筆者は，この紛争増加現象を，国際環境の変化と国内的矛盾の蓄積によ

って従来の国家のあり方が許容されなくなった結果と捉える。

　1990年代以前のアフリカ諸国の統治体制を理解する枠組みとしては，「新

家産制国家」論（Médard［1991］）や「擬似国家」論（Jackson［1990］）が適

合的なモデルを提供する。その要諦を述べれば，独立した主権国家である

とはいえ，政治権力は内的な正統性を十分に持たず，政治的支配者とパトロ

ン・クライアント関係で結びついた人々が国家機構の要職を占めて⒄，彼ら

の私的利益に沿った国家運営を行う。ここで，パトロン・クライアント関

係は，多くの場合，政治化されたエスニシティーのラインに沿って形成され

る⒅。また，公的領域と私的領域は区別されず（Médard［1991］），政治手法

は基本的に暴力的な性格を帯びている（Mbembe［1990］）。こうした国家のあ

り方は，植民地期の強権的な国家のあり方に強く規定されたものであり，こ

こではさしあたり「ポスト・コロニアル家産国家」（Post-Colonial Patrimonial 

State：以下 PCPSと略称する）と呼んでおこう。PCPSの腐敗や人権抑圧は，

国家主権の名のもとに，また二つの超大国を中心とする政治ブロック間の綱

引きのなかで黙認され，いずれかのブロックに所属すれば，支配者は援助な

どの支援を享受することができた。

　ところが，1980年代以降，アフリカの PCPS群は内外の大きな変化に直面

する。第 1に，長期的な経済危機である。1980年代以降，アフリカ諸国はほ

ぼ例外なく経済の停滞に見舞われるが，その理由として内外二つの要因が重

要である。内的要因としては，非効率な経済運営が構造化されていたことが

挙げられる。PCPSにおいては経済合理性よりもクライアントの維持が重要

になるからである。外的要因としては，累積債務危機の影響を挙げることが

できる。中南米を発火点とする債務危機のために，アフリカ諸国に対する資

金流入が縮小し，経済危機を誘発した。

　第 2に，経済危機に対応して経済自由化政策が導入されたことである。構

造調整政策に代表される経済自由化政策は，市場原理を重視し，国家による
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市場介入を抑制させた。PCPSにおいては，国家機構を利用した私的利益の

追求が行われ⒆，それが支配者を頂点とするパトロン・クライアント関係を

維持する資源として利用されてきた。つまり国家による市場介入が支配者に

とって重要な資源調達手段だったのだが，経済自由化政策によってこれが抑

制されることとなった。

　第 3に，冷戦終結後に急速に進展した政治的自由化である。アフリカでは，

1980年代末から1990年代初頭のわずか数年の間に，多くの国で一党制が放棄

され，複数政党制が導入された。アフリカ全域にわたる急激な政治的自由化

は，各国内の民主化運動の成果という側面もあるが，先進国側の援助政策の

変化とより強く連動している。冷戦終結に伴って東側ブロックが崩壊した結

果，アフリカの戦略的地位は低下し，先進国は人権抑圧や汚職に目をつぶっ

てまで援助を供与するインセンティヴを失った。アフリカ諸国は，援助を受

けるために民主化し，「良いガヴァナンス」を国外に示す必要に迫られたの

である。

　これら外的なインパクトがアフリカの PCPSに与えた影響は甚大だった。

長期的な経済危機は，アフリカ諸国の支配者が手にしうる資源の絶対量を減

少させた。また経済自由化政策は，国家による資源配分を縮小させ，支配者

が資源にアクセスする機会を減少させる効果を持った。さらに政治的自由化

は，支配者を頂点とする集権的なパトロン・クライアント関係を分裂させる

一方，競争的な政党政治の過程でより広範な大衆をその中に組み込んでいっ

た。経済環境の変化と政治的自由化によって，PCPSのパトロン・クライア

ント関係は分裂と再編へと向かったといえる。これは，PCPSを内側から支

えていた，支配者を頂点とする集権的なパトロン・クライアント・ネットワ

ークが脆弱化したことを意味する。すなわち，従来なら抑圧できたであろう

反乱や攻撃が，容易に内戦に転化する状況が生まれたのである。
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2．アフリカにおける紛争の特徴

　前述のようなメカニズムを内包したアフリカの紛争は，従来と比べて頻発

し，より多くの犠牲者を生む傾向にある。また，紛争当事者が多様化し，内

戦といっても以前とは性格が異なるようになっている。一般に内戦とは，国

軍と組織化された反政府武装勢力が対峙する紛争として捉えられてきた⒇。

しかし，例えば1998年に始まったコンゴ民主共和国の紛争では，反政府武装

勢力が次々に分裂し，反政府武装勢力間で，さらにはそれを支持する周辺国

（ルワンダ，ウガンダ）を巻き込んで戦闘が起こり，多数の犠牲者を出した。

アンゴラやシエラレオネのように，政府側の戦闘部隊の主力が民間軍事企業

（いわゆる傭兵会社）であったり，地域機構が派遣した部隊だったこともある。

この点で重要な近年の特徴は，民兵や自警団など民間人の活動が目立つこと

である21。ルワンダの虐殺で民兵の役割は大きかったし，コンゴ共和国（首

都ブラザヴィル）の内戦では政府側と反政府側双方の民兵組織が衝突した。

また，大規模な武力紛争に至らなくとも，自警団と称する若者グループが数

多く出現し，有力な政治家と結びつきながら，ある時にはインフォーマルな

治安維持活動を行い，ある時には集団間で暴力的衝突を繰り返すという状況

がナイジェリアやケニアで報告されている（Reno［2002］，本書第 7章遠藤論

文も参照）。ここでは，政府側も反政府側も，軍事部門を「民営化」し，イ

ンフォーマル化する状況が観察される。また，内戦（つまり国家の分裂）が

頻発するなかで，反政府勢力側も一枚岩的な組織が崩れ，離合集散を繰り返

すようになっている。コンゴ民主共和国，リベリア，スーダンなどはその好

例であり，ウォーロードが割拠するソマリアは究極的な形態といえよう。こ

こでは，内戦とはいえ二つの軍事勢力の衝突というより，全般的な政治秩序

の崩壊，治安の悪化が生じている。

　何故こうした特徴が現れたのだろうか。まず，外的要因として指摘すべき

は，小火器流通の拡大，そして域外大国の介入様式の変化である。冷戦終結



24 序章　アジア・アフリカの紛争をどう捉えるか　25

に伴って，武器（とりわけ小火器）流通が拡大したことは多くの論者が指摘

している。冷戦期に蓄積された武器が放出されたり，東欧諸国など外貨獲得

のために武器輸出を振興する国が増えたためである。加えて，域外大国のア

フリカに対する介入の規範が変化した。冷戦終結によってアフリカの戦略的

価値が下がり，先進国にとっては，特定政権を支えるための直接的軍事介入

を行いにくくなった22。そのため，圧倒的な軍事力を持った先進国による直

接的な介入が減少する一方で，ECOWAS（西アフリカ経済共同体）などの地

域機構，民間軍事企業，傭兵や民兵といった多様なアクターの紛争への関与

を促したのである。

　内的要因としては，先述した PCPSの解体がこうした特徴を引き起こして

いる。紛争の頻発は，PCPSを支えていた，支配者を頂点とするパトロン・

クライアント・ネットワークの脆弱化に由来する。犠牲者，すなわち紛争に

巻き込まれる人々が増大した背景として重要なのは，このネットワークが，

複数の有力政治指導者を領袖とするそれへと分裂し，同時にそれぞれがより

多くの大衆を組み込んだことである23。こうした状況において，それぞれが

クライアント・ネットワークを持つ政治指導者間の権力闘争は，その動員を

通じた武力紛争へと至る24。

　国家が軍事部門を「民営化」し，インフォーマルな暴力装置に依存する現

象もまた，PCPSに由来する。PCPSにおいては軍や警察も家産化されており，

その機能は治安維持以上にパトロンたる支配者の権力維持にある。新自由主

義的経済政策を余儀なくされ，軍や警察に対する予算を切りつめざるをえな

くなると，支配者は自分のポケットマネーを使って「親衛隊」や「私兵」を

組織する，強いインセンティヴを持つことになる。それによって，自らの権

力維持という従来の軍や警察の存在意義を効率的に代替できるからである。

他方，反政府勢力側も，既存の軍や警察に強い不信感を抱いているため，自

らインフォーマルな暴力装置を持つインセンティヴが強い。こうした傾向は

軍事技術の向上によって助長される。安価で性能の良い武器が簡単に入手で

きるため，政権側がインフォーマルな暴力装置を組織するインセンティヴも，
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反政府側が権力闘争に武力を用いるインセンティヴも，ともに高まったので

ある。

　近年のアフリカにおける反政府勢力の離合集散傾向も，以上の枠組みから

説明可能である。反政府勢力もまた，パトロン・クライアント関係をその組

織原理にしていると考えてよいが，簡単に武装できるならクライアントがパ

トロンに対して反旗を翻しやすいからである。そして，かつてゲリラ組織が

住民の支持を活動の前提としていたのとは対照的に，今日の反政府勢力は必

ずしも住民の支持を得ていない。国家の統治能力の減退とも相俟って，武力

に訴える意志と一定の資金力があれば，住民の支持があろうとなかろうと，

僅かな兵力で広範囲を制圧できるようになっている25。

　以上の傾向は，見方を変えれば，紛争と犯罪との境界線が曖昧化しつつあ

ることを意味している。この点は，先に指摘した，国際人道法が前提とする

内戦概念から逸脱した紛争が増加しているという面に加え，犯罪行為のなか

にナショナルな政治的文脈の影響が色濃く反映されるという側面から捉える

必要がある。本書第 7章の遠藤論文が論じる南アフリカで端的にみられるよ

うに，常識的には「犯罪」と見なされる行為であっても，アクターの形成と

発展のプロセスに政治権力をめぐる闘争が密接に関係している場合がある。

今日の南アフリカで犯罪が蔓延する背景には，アパルトヘイト体制期の政府

が政権維持のために暴力を道具化したことがある。そうした暴力の使用法は，

まさに反アパルトヘイト闘争への対応として生まれたのである。

　このようにみてくると，重要なのは，紛争と犯罪とをいかに定義上区別す

るかではなく，民間人に対する暴力が広範に行使されている現状を今日の紛

争の特徴として問題化することであろう。紛争抑止や平和構築など現実の事

態への対応策を考える際にも，この点は強調されるべきである26。本章の冒

頭で紛争を「多数の犠牲者を伴う暴力的衝突」として緩やかに意味づけたが，

紛争の今日的特徴を治安の全般的悪化や紛争と犯罪の連続化だと捉えれば，

その定義をいたずらに厳密にするよりも，分析領域を幅広く捉えることが重

要であろう。
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　武力紛争のアクター（戦闘集団）の多様化，民間人と軍人の境界線の曖昧

化，また戦争と犯罪との接続といった現象は，「新しい戦争」の特徴として

カルドーの指摘するところでもある（Kaldor［1999: 92, 106-107, 110］）。ただし，

グローバリゼーションが進展する1980年代以降にそうした特徴が目立つよう

になったとしても，アフリカにおいてその根本的原因はそれ以前の時代に形

成されていた。1990年代以降の武力紛争で人々を動員したネットワークは，

PCPSにおいて発達した，暴力性を帯びたパトロン・クライアント関係が再

編されたものである。また，アイデンティティー・ポリティクスの前提とな

るエスニシティーの政治化は植民地期に起源を発する。特定のエスニック集

団を特権化し，差別する「アイデンティティー・ポリティクス」は，アフリ

カにおける植民地統治の常套手段であった。近年のアフリカにおける紛争に

即してカルドーの議論を検討すれば，それは紛争の特徴を捉えることに成功

している一方，その発現に関する史的分析が不足しているように思われる27。

3．比較のために

　ここまで，私なりのアフリカの紛争モデルを提示し，それを用いて近年の

紛争の特徴を読み解くことを試みた。最後に，比較の視点を導入し，アフリ

カに関するモデルに他地域の事例を引き寄せたときに何がいえるかを考えて

みる。アジア・アフリカの紛争という広大な問題領域全体のモデル化という

作業は，現在の筆者の能力を超えるものであり，ここでは国家と暴力をめぐ

る問題について地域間比較から浮かび上がる特徴を指摘するにとどめたい。

　まず，アジア・アフリカの紛争と国家との関係についていえば，いずれの

地域でも紛争の説明要因として国家は重要だが，それが問題となる文脈には

差異がある。この点は，紛争の発現形態の差異としても現れる。すなわち，

近年のアフリカでは国家権力の帰趨をめぐって全国規模の武力紛争が多発し

ているが，それ以外の地域では，インド北東部，フィリピン，インドネシア，

あるいは東欧でも見られるように，分離独立や自治要求といった，特定の地
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理的領域をめぐる武力紛争が目立つようになっている。国家権力をめぐる全

国的な内戦は，インドシナ諸国のようにアジアでも存在したが，冷戦終結を

経て次第に解決へ向かった28。その一方で，従来から問題となっていた分離

主義が解決されず，場合によっては近年になって活発化する傾向すら見せて

いる。この差異は何に由来するのだろうか。

　筆者の暫定的な仮説は，両者の差異は，アジアや東欧において国民統合

が相対的に進展し，国家と結びついたネーションが成立しつつあることに

起因するというものである。この点をドイッチュの概念を援用しつつ考えて

みよう。言語や文化などの客観的特徴と主観的認識を共有する集団（「民族」

〈people〉）は，社会的コミュニケーションの増大につれて政治化し，政治，

経済，文化面での自律性や，それを担保する社会制度を備えるようになる。

これを「国民体」（nationality）と呼ぶ。そして，国家機構を統制（コントロー

ル）するようになった「国民体」は「国民」（nation）と呼ばれる29。ここで，

「国民」とは国籍保持者や国内に居住する者すべてを指すのではなく，あく

まで国家を通じて自身を統治する「民族」，「国民体」を意味することに注意

されたい。分離主義は主体となる「民族」の政治化と，それが帰属する国家

から排除されているとの認識を持つことから生じるが，同時に当該国家にお

いて「国民」が確たる存在になっていることが前提となる。かかる「国民」

の存在は，国境線の画定や政治的独立によって自動的に得られるものではな

い。場合によっては激烈な社会闘争を含む，社会的コミュニーションの増大

の帰結として，「国民」の成立へと向かうのである（本書第 4章山田論文参照）。

　アフリカの PCPSでは，ドイッチュのいう意味での「国民」は成立しなか

った。もちろんアフリカに「民族」は存在するが，それらが自らを担い手と

して国家建設を行うことはなかった。社会的コミュニケーションの不十分な

発展というだけでなく，独立以降のアフリカ諸国では，ある「民族」が国家

を通じて自身を統治する―換言すれば，言語や文化など当該「民族」の自

律性を国家が担保する―という形で特定の「民族」と国家が結びつくこと

は許されなかった（原口［1975］）。そうした結びつきは，「部族主義」として
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断罪されたのである。PCPSにおいて国家機構を統制したのは，特定の「民

族」ではなく，支配者とそのクライアントにすぎない。「国民」が存立して

いない国家では，「民族」は権力から平等に疎外されており，したがってそ

れを単位とした分離主義は生じない。その意味で，アジアや東欧に分離主義

が多く，アフリカで国家権力をめぐる武力紛争が目立つことは，前者におい

て国民統合が相対的に進展した事実を意味すると解釈できる。

　次に暴力に関して比較すれば，より多くの民間人が紛争に巻き込まれる

（参加する）傾向はアフリカ以外でも観察され，暴力が政治に組み込まれる

時期には共通性が見られる。インドのコミュナリズムが多大な犠牲者を生み，

パレスチナ紛争で自爆テロが頻発し，カシミール紛争においてもその手法が

用いられる（本書第 2章井上あえか論文参照）など，多数の民間人が犠牲者と

なり，同時に紛争に参加する状況は今日アフリカに限らない。そして，そう

した紛争の変化を辿っていくと，いずれも冷戦期における社会変容の問題に

突き当たる。

　アフリカにおいて政治暴力の道具化や制度化が進んだのは，独立後に成立

した PCPSの時代であった。幾つかのアジア諸国においても，1960年ごろか

ら政治が暴力を組み込んで，民間人に対する暴力の拡大傾向（それは民間人の

暴力への参加の高まりでもある）が顕著になり始めたと指摘されている。例え

ば，インドにおける政治暴力の歴史的推移を実証したコーリによれば，人口

100万人当たりの暴動発生件数はインドにおいて1960年代半ば以降増加を続

け，約15年の間に 3倍程度の水準に達した（Kohli［1991: 7］）30。これは，ヒ

ンドゥー・ナショナリスト政党の成長やコミュナリズムの激化に繋がってい

くことになる（近藤［2002］）。また，南部フィリピンの紛争地域で詳細なフィ

ールドワークを実施した石井は，1960年代後半から，フィリピン共産党の活

動に対抗するために体制側の有力者が住民を組織して私兵や自警団を結成し，

それが武力紛争において動員されたと述べている（石井［2002: 第 4章］）。い

ずれの事例も，民間人の紛争への動員やアイデンティティー・ポリティクス

の源流が，グローバリゼーションの顕在化以前の冷戦期に遡ることを示して
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いる。ただし，そこにいかなる同時代的な要因が作用したのかについて，現

在の筆者は説得的な仮説を提示できない。暴力が政治に組み込まれる契機と

して政党政治の影響が指摘されることが多いが，その点も含めて，さらなる

研究が必要である。本書では，北東インド，カンボジア，スリランカ，ケニ

ア，ルワンダなどの事例が考える手がかりを与えてくれる。

　以上，国家と暴力に関して，アフリカの紛争モデルの枠組みを参照しつつ

比較の論点を示してきた。本書においては，アフリカの紛争モデルに引き寄

せるのではなく，個々の論文の主張を活かし，その主要な論点に基づいて全

体を 4部に分けて各論文を配置した。各部の狙いと所収論文の内容について

は，それぞれの冒頭に掲げた解題をお読みいただきたい。第Ⅰ部「ネーショ

ン・ステイトという火薬庫」では，国家や国民の形成と紛争との関係を扱っ

た論考を集めた。第Ⅱ部「紛争の定義と操作」には，紛争当事者やそれを取

り巻くアクターが紛争をどのようなものと認識し，それをいかに操作したか

に関する論考を集めた。第Ⅲ部「暴力再考」には，紛争において行使される

物理的暴力を直接の分析対象とした論考を配置した。虐殺をはじめとする残

虐な暴力をいかに捉えるべきか，具体的なフィールドから考察がなされてい

る。第Ⅳ部「紛争の抑止か？抑圧か？」には，紛争の抑止や社会運動の抑圧

を分析した論考を収めた。

　本書に収められた12の事例は，読者の想像力を刺激すべく，互いに共振，

共鳴することを期待されている。どのように読むかは基本的に読者に委ねら

れている。 4部に分けた構成もひとつの読み方にすぎない。12という論文の

数は一冊の本に含まれる各論として決して少なくないが，「アジア・アフリ

カの紛争」というテーマの広がりに比べれば，なお論じ足りない点は多々あ

ろう。しかしそれは，この問題に関する議論がこれまできわめて不十分だっ

たことの裏返しでもある。本書が触媒となり，この重要な課題がより多くの

研究者からとりあげられることを願ってやまない。
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〔注〕
⑴　本データにおける武力紛争の定義の詳細については，http://www.pcr.uu.se/

を参照のこと。
⑵　「ヨーロッパ」地域には，ロシアと CIS諸国のうちバルト 3国，ベラルー
シ，ウクライナ，モルドバ，グルジア，アルメニア，アゼルバイジャン以西
の国々が含まれる。「アメリカ」は南北アメリカ大陸の諸国家を指し，「アジ
ア」はトルクメニスタン，アフガニスタン，パキスタン以東の諸国家を意味
する。「中東」はエジプト以東イラン，トルコまでの諸国家を，「アフリカ」
はエジプト以外のアフリカ大陸諸国家を指す。原データでは，武力紛争は強
度によって 3分類されている。「当該年に戦闘により少なくとも25人が死亡
し，紛争全体では犠牲者が1000人より少ないもの」を「弱」（Minor），「当
該年の戦闘による犠牲者が25人を超え，紛争期間を通じた犠牲者数が1000人
を超えるもの，しかし，当該年においては1000人より少ないもの」を「中」
（Intermediate），「当該年の戦闘による犠牲者が1000人を超えるもの」を「強」
（War）としている。作図にあたっては，強度にかかわらずある年に発生，ま
たは継続中の紛争を 1件と勘定した。

⑶　原データでは，紛争が「植民地解放闘争」，「内戦」，「国際化した内戦」，「国
家間戦争」の 4類型に分けられている。しかし，「内戦」と「国際化した内戦」
との区別は曖昧で，その判断基準には疑問を感じる点が多々あった。そのた
め，グラフ化に際しては両者を区別していない。

⑷　本データにおける武力紛争の強度測定に関しては，二つの問題がある。死
亡者数が正確に把握されたかというデータ収集の精度，そして何を武力紛争
と見なして死亡者数を集計するかという定義の問題である。前者については，
完全を期すのはほぼ不可能であるが，本データの精度は相対的に高いと思わ
れる。問題は後者である。このデータにおける武力紛争の定義は先述したと
おりだが，逆にいえばその定義に合致しなければ武力紛争と見なされないこ
とになる。武力紛争の構成要素―死亡者数，紛争主体のアイデンティティ
ーと組織，不一致（incompatibility）の内容―が不明確と見なされれば，
データから排除されるのである。この観点から筆者が専門とする中部アフリ
カをみると，疑問に感じるデータが数多く存在する。ブルンディで1988年に
起こったフトゥ住民の大量虐殺は本データに含まれていないが，これについ
て何の説明もない。やはりブルンディで1972年に起こったフトゥ住民の大量
虐殺は，紛争主体や不一致の内容が不明確であることを理由にデータに含め
ないとの説明がある。さらに，虐殺によって50万人を超える人命が失われた
1994年のルワンダは，武力紛争の強度が「中」と評価されている。以上を考
え合わせれば，本データの作成者はルワンダやブルンディの虐殺を自然発生
的で組織化されない住民間の衝突と見なしているといえよう（少なくともル
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ワンダについて，こうした評価が誤りであることは，本書第 8章武内論文を
参照）。これはほんの一例で，本データには他にも疑問に感じる評価が数多
くみられる。データ収集には，何を紛争と見なすか―紛争とは何であるか
―という価値判断が反映される。PRIOとウプサラ大学のデータは，武力紛
争に関する既存のマクロデータのなかで最良のもののひとつと思われるが，
なおかなり改善の余地がある。こうしたデータを作成する際には，地域研究
者との連携が不可欠であろう。
⑸　基本的な著作として，Wright［1964］を挙げておく。邦語で書かれた包括
的な戦争研究としては，猪口［1989］，山本・田中編［1992］などがある。
⑹　国際政治学主流派の「第三世界」の紛争に対する捉え方については，

Acharya［1998］を参照。
⑺　本節と次節ではアジアやアフリカの紛争に関わる先行研究を整理するが，
その対象は現代（第二次世界大戦以降）の武力紛争を扱ったものとする。こ
の問題に関しては，他にも歴史学や人類学の分野で重要な研究があるが，紙
幅の関係上ここではとりあげない。
⑻　平和研究の系譜については高柳［1989］を参照。
⑼　日本では1980年代前半に第三世界の武力紛争に関して活発な議論が戦わさ
れ，質の高い研究成果が数多く現れた。しかしその後，この問題に関する研
究関心は―事例研究を別にすれば―最近まで沈滞気味だったように思わ
れる。これはアジア諸国が高成長期に入り，紛争も相対的に少なくなったこ
とが関係しているのかもしれない。冷戦後の時期まで射程を広げて紛争モデ
ルを提示した進藤［2001］は数少ない例外である。
⑽　アフリカの武力紛争を分析したタンドンは，「平和と安定がアフリカで創
出されうる唯一の方法は，超大国がアフリカ大陸から出て行くか，あるいは
超大国がアフリカから追い出されるかである」と主張した（タンドン［1989: 
152-153］）。少なくともそれほど単純な方法では，アフリカの紛争は解決され
ないだろう。
⑾　エスニシティーの意味内容は，アジア，アフリカにおいてもしばしば相互
に大きく異なる。本書ではこの問題を正面から扱わないが，各論文において，
エスニシティーに関わる用語（民族，部族，エスニック集団など）がいかな
る基準による区別なのかについて，簡単に説明を加えている。
⑿　ただし，LICの優れた入門書である加藤［1993］も指摘するように，LICは
多義的な概念であってその定義はさまざまである。
⒀　アフリカ研究においては，1970～80年代に国家をめぐる議論が活発化した。
それについて，武内［1991］で若干の整理を試みた。
⒁　代表的な著作，論文集として，Jean & Ruffin［1996］，Keen［1998］，

Berdal & Malone［2000］，Journal of Conflict Resolution 2002年 2月 号 の 特 集
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（“Understanding Civil War”），Journal of Peace Research 2002年 7月 号 の 特 集
（“Civil War in Developing Countries”）などがある。
⒂　http://econ.worldbank.org/programs/conflict/参照。経済学者のコリア（Paul 

Collier）とエルバダウィ（Ibrahim Elbadawi）がこの研究プロジェクトを統括
している。彼らは，従来の紛争研究が紛争や暴力の経済的側面に関心を払わ
ず，また厳密な経済学の分析ツールを利用してこなかったと批判している。

⒃　このモデルにおいて，「アフリカ」とは，南アフリカを除くサハラ以南ア
フリカが想定されている。なお，議論のアイデアは，武内［2000］，Takeuchi

［2001］でも展開した。
⒄　ここでいうパトロン・クライアント関係とは，メダールらアフリカ研究
者が，「『ビッグマン』モデル」（Médard［1991］）あるいは「兄弟（“petit et 

grand”） 関係」（Bayart［1989］），「垂直的関係」（Chabal & Daloz［1999］）と
呼んだものである。それは，国家レベルで展開し，Scott［1972: 106］の整理
に従えば「現代的」なものである。この論文でスコットは東南アジアのパト
ロン・クライアント関係を整理しており，それに即していえば，「伝統的」パ
トロン・クライアント関係をアフリカに直接適用することはできないが，「現
代的」な関係についてはアフリカに対しても適合的である。

⒅　アフリカにおいて，エスニシティーは植民地化以降の過程で不断に政治化
されてきた。武内編［2000］所収の諸論文を参照のこと。

⒆　例えば，国営企業の利潤の私的な流用，許認可権の供与に対するリベート，
援助の流用などの方法が挙げられる。

⒇　PRIO・ウプサラ大学のデータがそのような捉え方をしていることは先に述
べた。また，1949年ジュネーブ諸条約第二追加議定書の第 1条は，国際人道
法の適用対象となる「非国際武力紛争」の範囲について，「締約国の領域内
において，責任ある指揮の下に，持続的かつ協同的軍事行動を実行しこの議
定書の実施を可能にする程度の支配をその領域の一部に対して行使する反乱
軍又は他の組織的武装集団と，締約国の軍隊との間に生ずる」（大沼・藤田編
［2001: 737-738］）武力紛争と定めている。これも同様の捉え方である。
21　「民間人」という言葉はやや曖昧だが，軍事的な訓練をどの程度受けている
のかという点に基づいて考えるべきであろう。国軍の兵士と並んで，先の国
際人道法で規定されるような内戦における反政府武装勢力の兵士もここから
除外される。彼らは国軍兵士と同様の，組織的な軍事訓練を受けたはずだか
らである（例えば，チェ・ゲバラが率いた武装ゲリラを想起せよ）。憲兵隊
（Paramilitary / Gendarmerie）は明らかに民間人ではないが，一般の警官につ
いては区別が微妙である。「文民警察」という意味では，武器を携帯していて
も民間人と見なす考え方もとりうるが，フォーマルな暴力装置に組み込まれ
ていること，しばしば武力を用いた大衆抑圧に利用されてきたことから，こ
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こでの議論では民間人に含めない方が妥当と考える。民兵や自警団は，軍事
的訓練の程度が一般に低いことから，民間人と考えることが妥当であろう。
22　最も顕著な例はフランスであろう。1960年代から旧植民地諸国を中心に軍
事介入を繰り返してきたフランスは，1990年以降のルワンダ内戦への軍事介
入で，虐殺を実行した政権を支えたとして国際的な非難を浴びた。その後，
フランスはアフリカ諸国への軍事介入にきわめて慎重な姿勢をとるようにな
った。
23　多くの大衆がパトロン・クライアント・ネットワークに組み込まれた理由
として，先述した政治的自由化のみならず，長期的な経済危機が影響してい
ることはいうまでもない。
24　パトロン・クライアント関係のネットワークはエスニシティーを基盤とし
て形成されることが多いから，それが動員されるときにはエスニック集団間
の衝突と見えやすい。しかし，エスニック集団が総体として動員されるので
はなく，パトロン・クライアント関係を通じて形成されたネットワークが動
員されると考えるべきである。この点については，武内［2000］を参照。
25　1998年のコンゴ民主共和国東部や，2002年のコート・ディヴォアール北部
では，ごく短期間のうちに反政府武装勢力が広大な支配領域を確立したが，
それが住民の広範な支持を背景にしていたとは考えにくい。それは結局のと
ころ軍事力に依存した支配であって，政府側の統治と同様に内的な正統性を
持っていない。
26　社会における暴力の拡大や，武力紛争への民間人の参加はアフリカ以外の
地域でも数多く観察され，紛争を国際人道法や PRIO・ウプサラ大学データの
定義よりも広く捉えて問題化する必要性は高い。一例を挙げる。インドのコ
ミュナリズム（ヒンドゥーとムスリムの暴力的な衝突）が多数の犠牲者を出
してきたことは周知の事実であろう。しかし，PRIO・ウプサラ大学のデータ
には，アヨーディヤ運動を契機とする1992年の全国暴動をはじめ，コミュナ
リズム関連の事件が一切含まれていない。民間人に対する暴力の拡大傾向は，
紛争研究においてもっと重視されるべき現象である。なお，この点はカルド
ーも強く主張している（Kaldor［1999: 118］）。
27　ただし，ソ連・東欧におけるエスニシティーの政治化が冷戦終結以前に遡
ることは，カルドーも指摘している（Kaldor［1999: 79-80］）。
28　新興独立国の権力闘争に端を発し，冷戦構造のなかで外部勢力の介入を受
けて長期化していた内戦は，冷戦終結後に解決に向かった。同様の特質を持
ち，冷戦後に終結に向かった紛争は，例えばモザンビークやアンゴラなどア
フリカにも存在する。
29　Deutch［1966］。訳語は山影［1994］による。
30　この原因として彼は，国政における国民会議派の凋落に示される，政治シ
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ステムの変化を挙げている。既成の国家エリート（上位カーストや「ビッグ
マン」）が大衆の政治行動をコントロールできなくなり，新たな社会集団が
続々と政治のアリーナに参入した。紛争を調停してきた従来の手法が利用で
きなくなるなかで，煽動と暴力に依存した紛争「解決」法がとられた結果だ
と主張する（Kohli［1991: 6］）。
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